








　

　

　

　

　



　

　

　

　

　

　

　

　

　



２　教育委員会は、市指定有形文化財、市指定有形民俗文化財、市指定史跡、市指

　定名勝及び市指定天然記念物 ( 以下「市指定有形文化財等」という。) を指定す　

　るときは、あらかじめ指定しようとする有形文化財、有形民俗文化財及び記念物

　の所有者及び権原に基づく占有者 ( 以下「所有者等」という。) の同意を得なけ　

　ればならない。ただし、所有者等が判明しないときは、この限りでない。

３　教育委員会は、市指定無形文化財及び市指定無形民俗文化財 ( 以下「市指定無

　形文化財等」という。) を指定するに当たっては、当該文化財の保持者又は保持

　団体 ( 以下「保持者等」という。) を認定しなければならない。

４　前項の規定により市指定無形文化財等の保持者等を認定するときは、あらかじ

　め認定しようとする無形文化財又は無形民俗文化財の保持者等 ( 保持団体にあっ

　ては、その代表者 ) の同意を得なければならない。

５　教育委員会は、市指定無形文化財等の指定をした後においても、当該市指定無

　形文化財等の保持者等として認定するに足りるものがあると認めるときは、その

　ものを保持者等として追加認定することができる。

６　第 4 項の規定は、前項の規定による追加認定について準用する。

７　教育委員会は、第１項の規定による指定、第３項の規定による認定又は第５項

　の規定による追加認定 ( 次条において「指定等」という。) をしたときは、市指

　定有形文化財等にあってはその所有者に指定書を、市指定無形文化財等にあって

　は保持者等に認定書を交付しなければならない。

（７）　 伊勢原市指定天然記念物　第 2 条第 5 号ウに該当するもののうち教育委員

第９条　指定等は、その旨を告示するとともに、市指定有形文化財等にあっては当該市

　　　指定有形文化財等の所有者等に、市指定無形文化財等にあっては当該市指定無形

　　　文化財等の保持者等として認定しようとするもの ( 保持団体にあっては、その代

　　　表者 ) に通知して行う。ただし、前条第２項ただし書による場合は、告示をもっ

　　　て足りるものとする。

　　２　指定等は、前項の規定による告示があった日からその効力を生ずる。

第 10 条　教育委員会は、市の区域内に存する文化財 ( 市指定文化財を除く。) のうち、

市の歴史及び文化を知る上で必要であり、教育委員会が保存及び活用のため

の措置が必要と認めるものを次に掲げる伊勢原市登録文化財 ( 以下「市登録



（１）　伊勢原市登録有形文化財　第２条第２号に該当するもののうち教育委員会

　　が登録したもの ( 以下「市登録有形文化財」という。)

（２）　伊勢原市登録無形文化財　第２条第３号に該当するもののうち教育委員会

　　が登録したもの ( 以下「市登録無形文化財」という。)

（３）　伊勢原市登録無形民俗文化財　第２条第４号アに該当するもののうち教育

　　委員会が登録したもの ( 以下「市登録無形民俗文化財」という。)

（４）　伊勢原市登録有形民俗文化財　第２条第４号イに該当するもののうち教育

　　委員会が登録したもの ( 以下「市登録有形民俗文化財」という。)

（５）　伊勢原市登録史跡　第２条第５号アに該当するもののうち教育委員会が登

　　録したもの ( 以下「市登録史跡」という。)

（６）　伊勢原市登録名勝　第２条第５号イに該当するもののうち教育委員会が登

　　録したもの ( 以下「市登録名勝」という。)

（７）　伊勢原市登録天然記念物　第２条第５号ウに該当するもののうち教育委員

　　会が登録したもの ( 以下「市登録天然記念物」という。)

２　第８条第２項から第７項まで及び前条の規定は、前項の規定による文化財の

　登録について準用する。この場合において、第８条第７項の規定中「指定書」

　とあるのは「登録書」と読み替えるものとする。

第 11 条　教育委員会は、市指定文化財又は市登録文化財がその価値を失ったときそ

　　　の他特別の理由があるときは、その指定又は登録を解除することができる。

　２　教育委員会は、市指定無形文化財等又は市登録無形文化財及び市登録無形

　　民俗文化財 ( 以下「市登録無形文化財等」という。) の保持者が心身の故障の

　　ため保持者として適当でなくなったと認められるとき、市指定無形文化財等又　

　　適当でなくなったと認められるときその他特別の理由があるときは、その認定

　　を解除することができる。

３　市指定文化財が法又は県条例の規定による指定を受けたときは、当該文化財

　の指定は、解除されたものとする。

４　市登録文化財が法又は県条例及びこの条例の規定による指定を受けたときは、

　当該文化財の登録は、解除されたものとする。

５　第１項の規定による指定又は登録の解除、第２項の規定による認定の解除、第

　３項の規定による指定の解除及び前項の規定による登録の解除の告示等につい

　ては、第９条の規定を準用する。

６　前項で準用する第９条第１項の規定による指定又は登録の解除の通知を受け

　た者は、速やかに指定書、登録書又は認定書を教育委員会に返付しなければな

　らない。

７　市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の保持者が死亡したとき又はその

　保持団体が解散したとき (消滅したときを含む。以下この項において同じ。)は、

　当該保持者又は保持団体の認定は解除されたものとし、その保持者のすべてが死



第 13 条　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財、市登録有形民俗文化財、市登

録史跡、市登録名勝及び市登録天然記念物 ( 以下「市登録有形文化財等」と

いう。) の所有者は、この条例並びにこれに基づく教育委員会規則及び教育

委員会の指示に従い、当該市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等を管理

しなければならない。

２　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者は、特別の理由があ

　るときは、専ら自己に代わり当該市指定有形文化財等又は市登録有形文化財

　等の管理の責めに任ずべき者 ( 以下「管理責任者」という。) を選任すること

　ができる。

３　前項の規定により管理責任者を選任したときは、市指定有形文化財等又は

　市登録有形文化財等の所有者は、速やかにその旨を教育委員会に届け出なけれ

　ばならない。管理責任者を変更し、又は解任したときも、同様とする。

４　第１項の規定は、管理責任者について準用する。

第 14 条　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者が変更したときは、新

　　　所有者は、速やかにその旨を教育委員会に届け出なければならない。

　　２　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者又は管理責任者は、そ

　　　の氏名若しくは名称又は住所を変更したときは、速やかにその旨を教育委員会

　　　に届け出なければならない。

第 16 条　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所在の場所を変更しようと

２　市指定史跡、市指定名勝若しくは市指定天然記念物の指定地域内又は市登



第 17 条　市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の保持者が氏名若しくは住所

ければならない。保持団体が名称、事務所の所在地若しくは代表者を変更し、

第 18 条　教育委員会は、市指定有形文化財等の管理が適当でないため当該市指定有

ると認めるときは、当該市指定有形文化財等の所有者又は管理責任者に対し、

第 19 条　市は、市指定有形文化財等の管理又は修理につき多額の費用を要し、市指定

　　　有形文化財等の所有者がその負担に堪えないときその他特別の理由があるとき

　　は、その費用の一部に充てさせるため、当該所有者に対し、予算の範囲内で補

　　助金を交付することができる。

　　２　市は、市指定無形文化財等の保存のため必要があると認めるときその他特別

　　　の理由があるときは、その費用の一部に充てさせるため、当該保持者等に対し、

　　　予算の範囲内で補助金を交付することができる。

　　３　教育委員会は、前２項の規定により補助金を交付する場合は、その補助の条

　　　件として管理、修理又は保存に関し必要な事項を指示するとともに、必要があ

　　　ると認めるときは、当該管理、修理又は保存について指揮監督することができる。

第 20 条　市は、市指定有形文化財等の通常の維持管理のため必要があると認めるとき

　　　は、その費用の一部に充てさせるため、当該市指定有形文化財等の所有者又は

　　　管理責任者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することができる。

　　２　市は、市指定無形文化財等の通常の保存のため必要があると認めるときは、そ

　　の費用の一部に充てさせるため、当該市指定無形文化財等の保持者等に対し、予

　　算の範囲内で補助金を交付することができる。

録史跡、市登録名勝若しくは市登録天然記念物の登録地域内の土地について、そ  

の土地の所在、地番、地名又は地積に異動があったときは、当該土地の所有者 ( 管

理責任がある時は、その者 ) は、速やかにその旨を教育委員会に届け出なければ

ならない。( 保持者の指名変更等の届出 )

２　教育委員会は、市指定有形文化財等がき損している場合において、その保

　存のため必要があると認めるときは、当該市指定有形文化財等の所有者に対

　し、その修理について必要な勧告をすることができる。

３　教育委員会は、市指定無形文化財等の保持者等その保存に当たることを適当と

　認めるものに対し、その保存のため必要な助言又は勧告をすることができる。



第 21 条　市は、必要があると認めるときは、法及び県条例の規定による指定を受け

２　教育委員会は、前項の規定により補助金を交付する場合は、その補助の条件

　として措置又は修理に関し必要な事項を指示するとともに、必要があると認め

　るときは、当該措置又は修理について指揮監督することができる。

第 23 条　市は、第 19 条第１項若しくは第２項、第 20 条、第 21 条又は第 22 条第１

第 24 条　市指定有形文化財等に関しその現状を変更し、又はその保存に影響を及ぼす　

　　　行為 ( 以下「現状変更等」という。) を行おうとする者は、教育委員会の許可を

　　　受けなければならない。ただし、現状の変更については維持の措置若しくは非

　　　常災害のために必要な応急措置をとるとき、保存に影響を及ぼす行為について

　　　は影響が軽微であるときは、この限りでない。

　２　前項ただし書に規定する維持の措置の範囲は、教育委員会規則で定める。

　３　教育委員会は、第 1 項の許可を与える場合において、その許可の条件として

　　同項の現状変更等に関し必要な指示をすることができる。

　４　教育委員会は、第 1 項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかった

　　ときは、当該許可に係る現状変更等の停止を命じ、又は当該許可を取り消すこ

　　とができる。

　５　市は、第 1 項の許可を受けることができなかったことにより又は第 3 項の許

　　可の条件を付せられたことにより損失を受けた者に対し、その通常生ずべき損

　　失を補償する。



２　教育委員会は、必要があると認めるときは、前項の届出に係る現状変更等に

　関し必要な指示をすることができる。

第 26 条　市指定有形文化財等を修理しようとするときは、所有者は、あらかじめその

旨を教育委員会に届け出なければならない。ただし、第 19 条第１項、第 22 条

第１項の規定による補助金の交付又は第 24 条第１項の規定による許可を受けて

修理を行う場合はこの限りでない。

　　２　教育委員会は、市指定有形文化財等について必要があると認めるときは、前

　　　項の届出に係る修理に関し技術的な指導及び助言をすることができる。

第 27 条　教育委員会は、必要があると認めるときは、市指定有形文化財等又は市登

第 28 条　市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者が変更したときは、

２　前項の場合において、旧所有者は、当該市指定有形文化財等又は市登録有形文

　化財等の引渡しと同時にその指定書又は登録書を新所有者に引き渡さなければ

　ならない。

第 29 条　教育委員会は、法第 93 条第１項に規定する周知の埋蔵文化財包蔵地 (以下「周

　　　知の埋蔵文化財包蔵地」という。) で市の区域内に存するものに関し、資料を

　　　整備するとともにその周知を図るために必要な措置の実施に努めなければな

　　　らない。

第 30 条　教育委員会は、市の区域内に存する周知の埋蔵文化財包蔵地において、土

　　　木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で土地の掘削等 ( 以下「土木工事

　　　等」という。) を行おうとする者から、法第 93 条第１項において準用する法

　　　第 92 条第１項の規定による届出又は法第 94 条第１項の規定による通知で県

　　　条例及び神奈川県文化財保護条例の施行等に関する規則 ( 昭和 51 年神奈川県

　　　教育委員会規則第 14 号。次条において「県規則」という。) の規定により市

　　　が処理することとされた届出又は通知を受理したときは、当該届出又は通知

　　　に係る埋蔵文化財の現況を調査 ( 試掘調査を含む。以下「現況調査」という。)

　　　し、並びに当該埋蔵文化財の取扱い及び事業計画等について、当該届出をした者



第 31 条  教育委員会は、出土品の出土等により遺跡と認められるものを発見した土

１項の規定による届出又は法第 97 条第１項の規定による通知で県条例及び県

規則の規定により市が処理することとされた届出又は通知を受理したときは、

第 32 条　前２条に規定する届出者又は通知者は、埋蔵文化財の現況調査、発掘調査

第 33 条　教育委員会は、法、県条例及びこの条例の規定により指定又は登録を受け

第34条　教育委員会は、市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者等に対し、

　　　教育委員会が行う公開の用に供するため、当該市指定有形文化財等又は市登録有

　　　形文化財等の出品又は公開を勧告することができる。この場合において、出品又

　　　は公開の期間は、所有者等との同意に基づく期間とする。

　　２　教育委員会は、市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の保持者等に対し、

　　　教育委員会が行う公開の用に供するため、当該市指定無形文化財等又は市登録無

　　　形文化財等の公開を勧告することができる。この場合において、公開の期間は、

　　　保持者等との同意に基づく期間とする。

　　３　教育委員会は、市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の所有者等に対し、

　　　3月以内の期限を限って、当該市指定有形文化財等又は市登録有形文化財等の公

　　　開を勧告することができる。

　　４　教育委員会は、市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の保持者等に対し、

　　　当該市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の公開を勧告することができ

　　　る。

　　５　教育委員会は、市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の記録の所有者に

　　　対し、その記録の公開を勧告することができる。

　　６　教育委員会は、第１項の規定により市指定有形文化財等又は市登録有形文化財

　　　等が出品されたときは、その職員のうちから当該市指定有形文化財等又は市登録

　　　有形文化財等の管理の責に任ずべき者を定めなければならない。

　　７　第１項の規定により出品し、又は公開したことに起因して当該市指定有形文化



第 39 条　文化財の適切な保存及び活用を図るため、法第 190 条第 1 項の規定に基づき、

　　　教育委員会に伊勢原市文化財保護審議会 ( 以下「審議会」という。) を設置する。

２　審議会は、教育委員会の諮問に応じ、文化財の保存及び活用に関する重要事

項を調査審議し、教育委員会に答申するほか、これらの事項について教育委員

会に建議することができる。

３　教育委員会は、次に掲げる事項について、あらかじめ審議会に諮問しなけれ

ばならない。

２　教育委員会は、学校と連携をとりながら、文化財を地域教材として活用する　等

　　必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

　　等又は市登録有形文化財等が滅失し、又はき損したときは、市はその所有者

　に対し、その通常生ずべき損失を補償する。ただし、所有者又は管理責任者の

　責に帰すべき理由によって滅失し、又はき損した場合は、この限りでない。

８　教育委員会は、第３項の規定による公開及び当該公開に係る市指定有形文化　

　財等又は市登録有形文化財等の管理に関し必要な指示をするとともに、必要が

　あると認めるときは、当該管理について指揮監督することができる。

９　第３項の規定による公開の場合を除き、市指定有形文化財等又は市登録有形

　文化財等の所在の場所を変更してこれを公開の用に供するため第 16 条第１項

　の規定による届出があった場合は、前項の規定を準用する。



（４）　市指定無形文化財等又は市登録無形文化財等の保持者等の認定及びその解除

第 42 条　審議会は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者を会議

第 40 条　審議会は、委員 10 人以内をもって組織し、文化財に関し識見を有する者の　　

　　　　うちから教育委員会が委嘱する。

　　２　委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任

　　　者の残任期間とする。

　　３　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

　　４　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

　　５　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、そ

　　　の職務を代理する。

　　６　特別の事項を審議するため、必要があると認めるときは、審議会に臨時委員

　　　を置くことができる。

　　７　臨時委員の任期は、当該特別のの事項の調査審議が終了したときをもって終　

　　　了する。

( 審議会の会議等 )

第 41 条　審議会は、会長が招集し、その議長となる。

２　審議会は、委員 ( 臨時委員を含む。以下同じ。) の過半数の出席がなければ

　会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の

　決するところによる。



□　伊勢原市史の編さんは、全 12 巻の刊行を完了しましたが、多くの市民

□　本市の豊富な歴史・文化遺産を次世代に継承していくため、必要な調査・

伊勢原の豊かな自然や歴史・文化遺産を保護・継承していくとともに、その魅力



第９条　市長は、地域のまちづくりを行うことを目的とする市民等の団体（以下「市

民まちづくりグループ」という。）であって、規則で定める基準に適合する

２　前項の登録を受けようとするものの代表者は、規則で定めるところにより、

４　前３項に規定するもののほか、第１項の登録の変更等について必要な事項は、

（５）伊勢原市地域まちづくり推進条例

（６）伊勢原市緑の保全及び育成に関する条例



る良好な景観形成を進めていくため、令和２年２月 28 日に伊勢原市景観条例に基づ



この施策を推進するための基本方針として、これまでの推進計画５カ年で基礎固

　自然・歴史・生活文化といった地域固有の資源を見つめなおし、新たな観光資

源を発掘する。

　地域資源の再評価を通じ、住民が誇りや生きがいを持つことで、地域全体の魅

力を攻城させる。

　また、再発見・再評価した地域資源を活用し、滞在時間の延長や、消費の拡大

に繋がる取組を進める。


